
貸　借　対　照　表
令和８年３月31日現在

（単位：円）

科　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部

１　流動資産

現金預金 7,528,255 14,744,797 △ 7,216,542

未収金 22,707,594 23,622,994 △ 915,400

前払費用 18,150 16,170 1,980

流動資産合計 30,253,999 38,383,961 △ 8,129,962

２　固定資産

⑴　基本財産

現金預金 2,026,860 2,035,451 △ 8,591

投資有価証券 247,973,140 247,964,549 8,591

基本財産合計 250,000,000 250,000,000 0

⑵　特定資産

退職給付引当資産 16,706,320 14,809,958 1,896,362

その他特定引当資産 0 137,200 △ 137,200

特定資産合計 16,706,320 14,947,158 1,759,162

⑶　その他固定資産

什器備品 2,359,700 2,806,761 △ 447,061

ソフトウェア 1,331,148 317,599 1,013,549

その他固定資産合計 3,690,848 3,124,360 566,488

固定資産合計 270,397,168 268,071,518 2,325,650

資産合計 300,651,167 306,455,479 △ 5,804,312

Ⅱ　負債の部

１　流動負債

未払金 24,686,876 33,388,276 △ 8,701,400

預り金 321,018 318,171 2,847

賞与引当金 1,950,341 2,138,802 △ 188,461

流動負債合計 26,958,235 35,845,249 △ 8,887,014

２　固定負債

退職給付引当金 16,706,320 14,809,958 1,896,362

長期未払金 1,161,600 0 1,161,600

固定負債合計 17,867,920 14,809,958 3,057,962

負債合計 44,826,155 50,655,207 △ 5,829,052

Ⅲ　正味財産の部

１　指定正味財産

寄付金 250,000,000 250,000,000 0

受取補助金等 0 137,200 △ 137,200

指定正味財産合計 250,000,000 250,137,200 △ 137,200

（うち基本財産への充当額） (250,000,000) (250,000,000) 0

（うち特定資産への充当額） (0) (137,200) △ 137,200

２　一般正味財産 5,825,012 5,663,072 161,940

（うち基本財産への充当額） (0) (0) 0

（うち特定資産への充当額） (0) (0) 0

正味財産合計 255,825,012 255,800,272 24,740

負債及び正味財産合計 300,651,167 306,455,479 △ 5,804,312



正味財産増減計算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（単位：円）

科　目 当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

⑴　経常収益

①　基本財産運用益 2,904,591 2,904,591 0

基本財産受取利息 2,904,591 2,904,591 0

②　特定資産運用益 33,314 243 33,071

特定資産受取利息 33,314 243 33,071

③　事業収益 28,011,000 29,830,000 △ 1,819,000

受取地方公共団体委託金 8,312,000 10,100,000 △ 1,788,000

その他事業収益 19,699,000 19,730,000 △ 31,000

④　受取補助金等 77,897,633 77,589,121 308,512

受取地方公共団体補助金 73,170,433 74,726,321 △ 1,555,888

受取民間補助金 3,590,000 500,000 3,090,000

受取民間助成金 1,000,000 0 1,000,000

受取民間助成金振替額 137,200 2,362,800 △ 2,225,600

⑥　雑収益 0 1,000 △ 1,000

雑収益 0 1,000 △ 1,000

経常収益計 108,846,538 110,324,955 △ 1,478,417

⑵　経常費用

①　事業費 102,106,501 101,719,190 387,311

給料手当 30,064,874 28,550,575 1,514,299

臨時雇賃金 2,598,769 1,649,116 949,653

賞与引当金繰入額 1,950,341 2,056,316 △ 105,975

退職給付費用 1,896,362 2,302,723 △ 406,361

福利厚生費 10,238,447 9,781,122 457,325

会議費 6,880 37,750 △ 30,870

旅費交通費 3,973,801 3,257,848 715,953

通信運搬費 313,510 291,084 22,426

減価償却費 949,771 359,725 590,046

消耗品費 2,024,198 1,707,260 316,938

修繕費 0 119,800 △ 119,800

印刷製本費 726,059 1,104,415 △ 378,356

光熱水料費 594,619 552,151 42,468

賃借料 14,849,763 15,106,227 △ 256,464

保険料 81,063 32,556 48,507

諸謝金 337,000 378,200 △ 41,200

租税公課 1,304,400 1,391,150 △ 86,750

支払負担金 2,601,600 2,289,932 311,668

委託費 25,899,589 30,227,230 △ 4,327,641

手数料 58,600 73,500 △ 14,900

筆耕翻訳料 1,482,315 429,669 1,052,646

雑費 154,540 20,841 133,699



②　管理費 6,578,086 6,787,819 △ 209,733

役員報酬 100,000 100,000 0

給料手当 1,312,872 1,265,554 47,318

賞与引当金繰入額 0 82,486 △ 82,486

福利厚生費 182,073 192,200 △ 10,127

会議費 1,404,500 1,740,281 △ 335,781

旅費交通費 0 107,840 △ 107,840

通信運搬費 307,462 279,415 28,047

減価償却費 105,530 39,969 65,561

消耗品費 322,046 286,984 35,062

修繕費 43,420 0 43,420

印刷製本費 68,860 29,590 39,270

光熱水料費 66,063 61,346 4,717

賃借料 1,788,466 1,757,620 30,846

諸謝金 111,738 28,336 83,402

支払負担金 2,500 2,500 0

委託費 460,056 519,456 △ 59,400

手数料 302,500 294,242 8,258

経常費用計 108,684,587 108,507,009 177,578

評価損益等調整前当期経常増減額 161,951 1,817,946 △ 1,655,995

当期経常増減額 161,951 1,817,946 △ 1,655,995

２．経常外増減の部

⑴　経常外費用

固定資産除却損 11 0 11

経常外費用計 11 0 11

当期経常外増減額 △ 11 0 △ 11

当期一般正味財産増減額 161,940 1,817,946 △ 1,656,006

一般正味財産期首残高 5,663,072 3,845,126 1,817,946

一般正味財産期末残高 5,825,012 5,663,072 161,940

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益 2,904,591 2,904,591 0

受取民間助成金 0 2,500,000 △ 2,500,000

一般正味財産への振替額 △ 3,041,791 △ 5,267,391 2,225,600

当期指定正味財産増減額 △ 137,200 137,200 △ 274,400

指定正味財産期首残高 250,137,200 250,000,000 137,200

指定正味財産期末残高 250,000,000 250,137,200 △ 137,200

Ⅲ　正味財産期末残高 255,825,012 255,800,272 24,740



正味財産増減計算書内訳表
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（単位：円）

公益目的事業会計

ＮＰＥＣ事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

⑴　経常収益

①　基本財産運用益 871,377 2,033,214 2,904,591

基本財産受取利息 871,377 2,033,214 2,904,591

②　特定資産運用益 0 33,314 33,314

特定資産受取利息 33,314 33,314

③　事業収益 28,011,000 0 28,011,000

受取地方公共団体委託金 8,312,000 8,312,000

その他事業収益 19,699,000 19,699,000

④　受取補助金等 72,720,705 5,176,928 77,897,633

受取地方公共団体補助金 67,993,505 5,176,928 73,170,433

受取民間補助金 3,590,000 3,590,000

受取民間助成金 1,000,000 1,000,000

受取民間助成金振替額 137,200 137,200

経常収益計 101,603,082 7,243,456 108,846,538

⑵　経常費用

①　事業費 102,106,501 0 102,106,501

給料手当 30,064,874 30,064,874

臨時雇賃金 2,598,769 2,598,769

賞与引当金繰入額 1,950,341 1,950,341

退職給付費用 1,896,362 1,896,362

福利厚生費 10,238,447 10,238,447

会議費 6,880 6,880

旅費交通費 3,973,801 3,973,801

通信運搬費 313,510 313,510

減価償却費 949,771 949,771

消耗品費 2,024,198 2,024,198

修繕費 0 0

印刷製本費 726,059 726,059

光熱水料費 594,619 594,619

賃借料 14,849,763 14,849,763

保険料 81,063 81,063

諸謝金 337,000 337,000

租税公課 1,304,400 1,304,400

支払負担金 2,601,600 2,601,600

委託費 25,899,589 25,899,589

手数料 58,600 58,600

筆耕翻訳料 1,482,315 1,482,315

雑費 154,540 154,540

科　目 法人会計 内部取引等消去 合　　計



②　管理費 0 6,578,086 6,578,086

役員報酬 100,000 100,000

給料手当 1,312,872 1,312,872

賞与引当金繰入額 0 0

福利厚生費 182,073 182,073

会議費 1,404,500 1,404,500

旅費交通費 0 0

通信運搬費 307,462 307,462

減価償却費 105,530 105,530

消耗品費 322,046 322,046

修繕費 43,420 43,420

印刷製本費 68,860 68,860

光熱水料費 66,063 66,063

賃借料 1,788,466 1,788,466

諸謝金 111,738 111,738

支払負担金 2,500 2,500

委託費 460,056 460,056

手数料 302,500 302,500

経常費用計 102,106,501 6,578,086 108,684,587

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 503,419 665,370 161,951

当期経常増減額 △ 503,419 665,370 161,951

２．経常外増減の部

⑴　経常外費用

固定資産除却損 11 11

経常外費用計 11 11

当期経常外増減額 △ 11 0 △ 11

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 503,430 665,370 161,940

他会計振替額 0

当期一般正味財産増減額 △ 503,430 665,370 161,940

一般正味財産期首残高 5,663,072

一般正味財産期末残高 5,825,012

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産運用益 871,377 2,033,214 2,904,591

一般正味財産への振替額 △ 1,008,577 △ 2,033,214 △ 3,041,791

当期指定正味財産増減額 △ 137,200 0 △ 137,200

指定正味財産期首残高 250,137,200

指定正味財産期末残高 250,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 255,825,012

（注）貸借対照表を公益目的事業会計及び法人会計ごとに区分していないため、一般正味財産期首残高、一般正味財産期末残高、指定正
味財産期首残高、指定正味財産期末残高及び正味財産期末残高は合計欄のみ記載している。



財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

　⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）によっている。

　⑵　固定資産の減価償却の方法

　　　什器備品……………………定額法によっている。

　　　ソフトウェア………………法人内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

　　　　　　　　　　　　　　　よっている。

　⑶　引当金の計上基準

　　　賞与引当金…………………職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のう

　　　　　　　　　　　　　　　ち当期に帰属する金額を計上している。

　　　退職給付引当金……………職員の退職給付の支給に備えるため、期末退職給付の要

　　　　　　　　　　　　　　　支給額に相当する金額を計上している。

　 ⑷　リース取引の処理方法

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

　　に準じた会計処理によっている。

　 ⑸　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理については、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

小　計

特定資産

退職給付引当資産

船の科学館助成金引当資産

小　計

合　計

2,026,860

247,973,140

250,000,000

16,706,3200

137,200 16,706,320

266,706,320

137,200 0

現 金 預 金

156,120

1,896,362

1,915,282

2,035,451

247,964,549

8,591

10,329

18,920250,000,000

14,809,958

14,947,158

264,947,158

0

18,920

18,920

1,896,362

137,200 0

投資有価証券



３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 当期末残高

基本財産

小　計

特定資産

退職給付引当資産

小　計

合　計

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品

ソフトウェア

合　計

５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益

国債

超長期国債20年第141回

超長期国債20年第148回

超長期国債20年第155回

超長期国債20年第159回

超長期国債20年第170回

合　計

(0) (16,706,320)

8,592,325 4,901,477 3,690,848

投資有価証券

40,112,450

247,973,140

6,400,069 4,040,369

（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

現 金 預 金

107,934,390

39,910,300

2,359,700

2,192,256 861,108 1,331,148

266,706,320 (250,000,000)

35,392,000

28,892,000

222,382,800

△ 1,921,590

△ 4,518,300

△ 11,220,450

△ 25,590,340

20,016,000 19,070,000 △ 946,000

106,012,800

40,000,000 33,016,000 △ 6,984,000

247,973,140 (247,973,140) (0) (0)

2,026,860

16,706,320 (0) (0) (16,706,320)

16,706,320 (0) (0) (16,706,320)

250,000,000 (250,000,000) (0) (0)

(0)(2,026,860) (0)

（うち負債に対応
する額）



６　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

当期増加額 当期減少額

合　計

７　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

内　容 金　額

経常収益への振替額

基本財産受取利息

受取民間助成金

合　計

0 指定正味財産

前期末
残　高

令和７年度公
益財団法人環
日本海環境協
力センター事
業費補助金

―

0

0

73,170,433

1,000,000

77,760,433

73,170,433

1,000,000

77,897,633

0

3,090,000 3,090,000 0 ―

500,000 0 ―

0 137,200

補助金等の
名　　　称

交付者
当 期 末
残　　高

令和７年度み
んなの里海づ
くり支援事業
助成金

富山県

公益財団
法人国際
エメック
スセン
ター

GCOM-C SGLIデータ
を用いたSDGs
14.1.1a 地域サブ
インディケーター
（沿岸富栄養化指
数）の開発

国立研究
開発法人
宇宙航空
研究開発
機構

0

海岸・河川漂着
ペットボトルご
みの環境中にお
ける滞留期間推
定手法の開発

国立大学法人
鹿児島大学南
九州・南西諸
島域イノベー
ションセン
ター

0 500,000

2024年度「海
の学び特別サ
ポートプログ
ラム」

公益財団法
人日本海事
科学振興財
団 船の科
学館

137,200

3,041,791

貸借対照表上
の記載区分

―

2,904,591

0

0

137,200

137,200



附属明細書

１　基本財産及び特定資産の明細

　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

２　引当金の明細

（単位：円）

当期減少額

目的使用 その他

賞与引当金

退職給付引当金

期首残高 当期増加額 期末残高科　目

2,138,802 1,950,341 2,138,802 0 1,950,341

14,809,958 1,896,362 0 0 16,706,320



財　産　目　録
令和８年３月31日現在

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金預金 普通預金

富山第一銀行ﾆｭｰｾﾝﾀｰ支店 運転資金

北陸銀行県庁内支店 運転資金

富山第一銀行本店 運転資金

未収金 富山県他　計11件 委託金等の未収入金

前払費用 パソコンリース料、サーバレンタル料

　流動資産合計

（固定資産）

基本財産 現金預金 普通預金

富山第一銀行本店 管理業務のための財産

北陸銀行県庁内支店 管理業務のための財産

投資有価証券 第141回利付国債外４件 公益目的保有財産であり、必要な

範囲内で運用益を管理費の財源と

して使用

特定資産 退職給付引当資産 定期預金 職員の退職金支払いの財源として

富山第一銀行ﾆｭｰｾﾝﾀｰ支店 積み立て

その他固定 什器備品 パソコン他 公益目的保有財産であり、各事業

資産 及び管理業務で使用している共有

財産

ソフトウェア 地下水解析ソフトウェア他 公益目的保有財産であり、各事業

及び管理業務で使用している共有

財産

　固定資産合計

資産合計

（流動負債）

未払金 委託料他

預り金 職員等からの預かり額 所得税、社会保険料等

賞与引当金 職員に係るもの 職員に対する賞与の支払いに備え

たものであり、公益目的事業及び

管理費にまたがる共有負債

　流動負債合計

（固定負債）

退職給付引当金 職員に係るもの 職員に対する退職金の支払いに
備えたもの

長期未払金 公益法人会計システムライセンス
による取得に係るもの 取得によるもの

　固定負債合計

負債合計

正味財産

その他固定資産のうち年割賦払い

2,359,700

1,331,148

270,397,168

300,651,167

4,529,550

2,878,149

120,556

22,707,594

オリックス㈱他　計３件 18,150

30,253,999

2,001,127

25,733

247,973,140

16,706,320

各会計区分における費用等の未払
24,686,876

321,018

1,950,341

1,161,600

17,867,920

44,826,155

255,825,012

26,958,235

16,706,320


